津久見市地域子育て支援センター運営法人の公募
津久見市地域子育て支援センター運営法人募集要項

１  地域子育て支援センター事業の概要、法人選定の趣旨
(1) 地域子育て支援センターの施策上の位置付け
地域子育て支援センター（以下「センター」という。）は、津久見市の次世代育成支援行動計画「つくみ子ども育成支援行動計画」において、基本目標１「地域における子育て支援」の推進に向けて、地域における子育て支援の拠り所となる施設です。

(2) 事業実施の方法
この事業は、津久見市（以下「市」という。）と運営法人が、事業目的を共有しながら協働で実施していくこととし、市と運営法人は、委託契約を締結します。委託契約に基づき、市は運営法人に対して、事業に係る経費を支払います。
契約締結の後、運営法人は、既存建物の一部を借り上げる等により、事業を実施するための施設（以下「実施施設」という。）を確保します。（市は建物の賃借料相当額を経費として運営法人に支払い、建物の使用に関する協定を、建物を所有する者、又は管理する者と運営法人が締結します。） 

(3) センターの機能及び対象者
センターの基本的な機能及び対象者としては、以下を想定しています。これらに加え市が必要と考える機能を付加する場合があります。（原則として未就学児の）子育てをする家庭へのサービス提供の機能     
◆親子の居場所機能･････････････乳幼児等の遊びと育ちの場及びその養育者の交流の場の提供 
◆子育て相談機能･･･････････････子育てに関する相談及び関係機関との連携に関すること 
◆子育て情報収集・提供機能･････子育てに関する情報の収集及び提供に関すること 
地域で子育ての支援に関わる方への支援の機能
◆子育て支援ネットワーク機能･･･子育てに関する支援活動を行う者同士の連携に関すること 
◆子育て支援人材育成機能･･････子育てに関する支援活動を行う者の育成、支援に関すること


※　各機能の詳細（目指す姿）は、別添仕様書（案）の４(3)業務内容を参照ください。

(4) 運営法人選定の趣旨
センターが、その機能を効果的に発揮できるよう、運営法人には「子育てをする家庭を支援する資質、能力」及び「地域の子育て支援関係者との連携、地域に必要な人材の育成など、地域力を創出できる資質、能力」を求めます。
このため、運営法人の選定は、申請の資格を満たす法人を広く公募し、応募のあった法人の中から、センター運営を行う資質、能力を有し、適切な事業計画の提案のあった法人を選定することとします。
選定に当たっては、応募法人の提出する事業計画書の審査及び応募法人のプレゼンテーション等を通じて、センター運営の資質、能力及び事業計画に関して、応募法人を評価します。

２  公募の条件
(1) 運営者とする法人の種類
運営者は、次のいずれかに該当する法人とします。 
ア  市内の保育所等の児童福祉施設を経営する社会福祉法人等 
イ  市内の小児科医療施設を経営する医療法人等 
ウ  市内における子育て支援の活動実績を有する特定非営利活動（ＮＰＯ）法人等
エ  市内の幼稚園を経営する学校法人 
 
(2) 申請の資格 
申請の資格は、宗教活動又は政治活動を主たる目的としていない法人とします。 

(3) 事業実施内容等に係る基本的事項
センターにおける事業実施内容等は、次の各項目の他、別添の仕様書（案）の定めによります。なお、仕様書（案）はあくまで現時点の案であり、実際の事業実施内容と異なる場合があります。

ア  事業開始予定時期 
令和9年4月１日 
 
イ  実施日 
月曜日から日曜日までのうち週５日以上実施するものとし、休業する曜日を設ける場合には、あらかじめ曜日を決め、休業日として定めることとします（国民の祝日に関する法律に規定する休日及び 12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日までは休業日とします。）。 
 
ウ  実施時間
午前9時から午後5時までの間で１日６時間以上

エ  職員及び配置職員数
人員は、子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する者を2名以上配置すること。

オ  利用者からの参加料の徴収 
実施事業に係る利用者からの参加料は無料とします。ただし、催事、講習・講座等の実施に係る実費（材料費等の経費）で、特定の個人の利用に係る経費を利用者から徴収することはできます。 
 
カ  委託料として支払う経費（予定） 
市はエに係る人件費に加え、以下の経費を委託料として運営法人に支払います。 
委託料は、法人選定の後、運営法人から見積徴収し、市が定める予定価格以下の金額で決定します。 
なお、委託料については、必要に応じ年に数回分割して支払います。 
人件費以外の経費の例（現時点での案です。実際の経費と異なる場合があります。） 
· 施設費    賃借料、光熱水費 
· 事業費    一般健康診断、講師等謝金、出張旅費、消耗品費（事務・日用品、材料等）、図書等購入費、被服費、コピー機リース・保守・消耗品供給契約料、印刷製本費、通信費、ホームページ運営費、広報費、行事費、会議費、備品費、修繕料、保険料、その他雑費 
· 初度調弁費　事業開始のための備品費等、ホームページ作成費、開所準備費、開所式経費

キ  実施場所 
本事業の実施場所は以下の場所とする。
所在地：津久見市中央町760番地54
構造等：鉄筋コンクリート造　
床面積：101.372㎡

ク  個人情報の保護等 
事業を通じて、多くの利用者の個人情報を取り扱うことになりますが、運営法人には、委託契約で定める個人情報保護に関する措置を遵守していただきます。
また、個人情報を取り扱う従事者に研修を行っていただきます。

(4) 運営期間、委託契約 
運営期間は、原則として令和9年4月1日から令和12年3月31日までとします。事業計画等を踏まえ、事業の委託契約及び協働協定を運営法人と締結します。
ただし、事業の実施結果、利用者ニーズ等を踏まえ、運営期間内であっても委託契約を更新しないことがあります。また、運営期間中に、運営法人が次の事項に該当し、運営法人として適当でないと認める場合には、運営法人の選定を取り消し又は運営の停止を命じることがあります。
○事業運営にあたって、市との連携及び協力の姿勢がないとき 
○委託契約について重大な違反があり、そのことにより契約を継続することが困難なとき 
○運営法人の選定における申請書類等に、虚偽の記載があったとき 
○その他運営法人として適当でないと市長が認めるとき


なお、初年度の申請書類の提出以降、契約の締結までの間又は運営期間における委託契約時点において、津久見市が発注する物品等供給契約に係る競争入札参加資格審査要綱に基づく停止措置を受けている場合には、本件の選考、契約手続への参加資格、運営法人選定の効力は失うものとします。

３  法人選定
(1) 選定の流れ

	時    期
	手続等

	令和8年11月2日（月）～
	募集要項配布（HPでの公開）

	令和8年11月2日（月）～
　　　　　　　11月6日（金）
	質疑の受付

	令和8年11月10日（火）
	質疑の回答（HPにて掲載）

	令和8年11月11日（水）
～11月27日（金）
	申請の受付（質疑及び回答）

	同12月中旬
	法人プレゼンテーション

	同12月下旬
	選定結果通知







(2)申請方法 
  下記により、申請書類を提出してください。 
 
ア  提出書類 
別紙「提出書類一覧」のとおり 
 
イ  申請書類受付期間及び時間 
令和8年11月11日（水）から11月27日（金）17時まで
（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く）

※書類の確認にお時間をいただくことがあります。また、状況等によりお待ちいただくことがありますので、事前に下記問い合わせ先の担当と日程調整のうえ、お越しください。 
 
ウ  提出場所 
津久見市役所  社会福祉課　子育て支援班
※直接書類を持参してください。 
 
エ  追加書類の提出
アの提出書類の他に、本市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める場合があります。 
 
オ  費用の負担 
申請にかかる費用は、すべて申請者の負担とします。

カ  資料の取扱い 
本市が提供する資料は、申請にかかわる検討以外の目的で使用することを禁じます。また、この検討の目的の範囲内であっても、本市の了承を得ることなく第三者に対して、これを使用させたり、又は内容を提示することを禁じます。 
 
キ  その他留意事項 
・提出期限後は、提出された書類の内容を変更することはできません。 
・提出書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 
・提出書類において使用する言語は日本語とし、通貨は円とします。 

 (3) 選定方法 
運営法人の選定に当たっては、市は外部委員を含む選考委員会を設置し、選考委員会が次の選定基準に基づいて申請者の評価をします。市長は、選考委員会の評価の結果、意見を踏まえて、運営法人を選定します。 
 
ア  選定基準 
運営法人の選定は、次に掲げる事項等を総合的に判断して行います。 
（ア）乳幼児の養育者のニーズを適切に把握、理解し、これらの者への交流の場の提供、子育てに関する相談並びに子育てに関する情報の収集及び提供等の支援を通じて、養育者の育児不安等の解消、育児力の向上を効果的に図ることができる法人であること。 
（イ）地域において子育てに関する支援活動を行う者・組織（以下「活動者」という。）との連携・交流を図り、これらの活動を活性化させるとともに、地域のニーズを踏まえた活動者の育成、支援を行うことで、子育てを地域全体で支援する仕組みづくりが図れる法人であること。 
（ウ）地域子育て支援センター事業の趣旨について十分理解し、事業運営について適切な事業提案を行っている法人であること。 
（エ）事業運営にあたって、津久見市福祉事務所等の関係機関との協働・連携、協力が図れる法人であること。 
 
イ  選考委員会 
市内の地域関係者、子育て支援関係団体・施設、子育て支援に関わる方、子育て支援に関する学識経験者などを委員としています。 

（ア）プレゼンテーションの実施 
選考委員会の評価にあたり、申請者は、委員会に対してプレゼンテーションを行っていただきます。 
プレゼンテーション実施予定：令和8年12月中旬
実施日については、申請書受付後に申請者に対して文書にてご案内します。

（イ）申請者が運営する事業の実地調査 
選考委員会が必要と認める場合は、申請者が運営する事業の実地調査を行うことがあります。 

（ウ）留意事項 
申請者が、法人の選定に関して選考委員会の委員と接触することを禁じます。接触の事実が認められた場合には失格となることがあります。 
 
ウ  評点が同点となった場合の措置 
最も高い評価を得た法人が同点で複数あった場合は、くじ引きにより契約の相手方を決定します。 
 
エ  選定結果通知 
選定結果（選定又は非選定の結果）は、申請者全員に文書により通知します。
通知の時期は、令和8年12月下旬を予定していますが、選考作業の状況により時期を変更する場合があります。 
 
オ  選定結果の公表 
運営法人の選定後、申請の概況（経過、申請者名等）、審査内容の概要については市ホームページ等において公表します。 
 
４  法人選定後の諸注意                                                           
   
(1) 見積書の提出
運営法人として選定された後は、委託契約の締結をするため、市に対し事業に係る経費の見積書を提出していただきます。市があらかじめ定める予定価格以下の金額で、契約額を決定します。 
なお、本事業は社会福祉法上の第二種社会福祉事業であるため、消費税が非課税扱いとなります。見積書に記載された金額が契約額となりますので、消費税額を含めない金額を見積書に記載してください。 
契約額の決定後、契約書を作成していただきますが、印紙税については負担していただきますので、あらかじめご承知おきください。 
 
５  別添資料等                                                             
 
  (1) 令和9年度津久見市地域子育て支援センター事業仕様書
  (2) 質疑票 
  (3) 提出書類一覧 
  (4) 津久見市地域子育て支援センター運営法人選定申請書 
  (5) 津久見市地域子育て支援センター事業実施要綱 

６  問い合わせ先                                                             
 
津久見市社会福祉課　子育て支援班    担当者  中津留
〒879－2435  津久見市宮本町20番15号 
電  話  0972－82－9519    ＦＡＸ番号  0972－82－9466 
電子メールアドレス  tsu-fukushi@city.tsukumi.lg.jp
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